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（目 的） 

第１条  本規程は、社会福祉法人本別町社会福祉協議会（以下「本会」という。）が運営する高齢者向け賃貸住

宅（以下「住宅」という。）の設置及び管理に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条  本規程において「入居希望者」とは、本住宅に入居することを希望し、入居の申込みをしようとする

者をいう。 

  ２  本規程において「入居申込者」とは、第６条に定める手続きを経て、入居の申込みを完了した者をい

う。 

  ３  本規程において「入居決定者」とは、第７条に定める入居審査委員会の審査を経て、本住宅に入居す

ることが決定した者をいう。 

  ４  本規程において「入居手続き完了者」とは、第８条第１項による入居契約手続きを完了した入居決定

者をいう。 

  ５  本規程において「入居者」とは、本住宅への入居を完了した入居手続き完了者をいう。 

  ６  本規程において「明渡し」とは、次の各号に掲げる全ての事項を完了した状態をいう。 

   （１）入居者の退去及び入居者が搬入した全ての家財、物品の搬出 

   （２）入居者が本住宅及び敷地の原状を変更（模様替え、増改築、工作等）した場合の原状回復（第１７ 

条第３項により本会がその作業を行う場合を除く） 

   （３）本住宅及び敷地内のゴミ、汚物等の撤去及び処理 

   （４）第２１条第３項による本住宅に係る鍵の返却 

 

（設 置） 

第３条  本規程が適用される住宅は次のとおりとする。 

   （１）名称 本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅「清流ハウス８」 

      位置 本別町北６丁目１２番地２０ 

      戸数 ８戸 

   （２）名称 本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅「陽だまりの家」 

      位置 本別町仙美里元町１４７番地３ 

      戸数 ７戸 

   （３）名称 本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅「ふれあいのいえ」 

      位置 本別町勇足元町６番地１ 

      戸数 ７戸 

（４）名称 本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅「北８戸建」 

      位置 本別町北８丁目５番地１ 

      戸数 １戸 



 

（入居申込） 

第４条  入居希望者は、本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅入居申込書（様式第１号）（以下「申込書」

という。）へ必要事項を記入し、次の各号に掲げる書類を添付し、本会へ提出しなければならない。（以

下「入居申込」という。） 

   （１）入居希望者の住民票（直近のもの） 

   （２）入居希望者の所得証明書（直近のもの） 

（３）生活保護を受給していることを証明できるもの（生活保護を受給している者） 

   （４）介護保険証の写し（介護認定を受けている者） 

   （５）主治医意見書（介護認定を受けている者） 

   （６）身体障害者手帳の写し（障害認定を受けている者） 

   （７）前各号のほか、本会が必要とする書類 

 

  ２  次の各号の一に該当する者については、本会は入居申込を拒否することができる。 

   （１）前項に規定する書類の提出に応じない者 

   （２）第１５条第２項の規定による住所の変更に応じない者 

   （３）本会が実施する介護保険サービスもしくは他のサービスに係る利用料等に滞納がある者 

   （４）入居希望者もしくは入居希望者と現に同居する者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第６号に規定する暴力団員である者 

   （５）前各号のほか、著しく公序良俗に反する者であるなど、本会会長が特に認めた者 

 

（入居申込対象者） 

第５条  入居申込をできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

   （１）概ね６５歳以上の高齢者 

   （２）老人福祉法第１１条第１項各号に定めるところにより、養護老人ホームに入所を要する者 

   （３）前２号のほか、本会会長が特に必要と認めた者 

 

（入居申込時の手続） 

第６条  入居希望者が第３条に基づく入居申込をする際、本会は入居希望者より、入居申込時アセスメント表

（様式第２号）（以下「アセスメント表」という。）に基づき、現在の入居希望者に係る身辺等の状況等

をできる限り詳細に聞き取り、把握するものとする。（以下「アセスメント」という。） 

  ２  前項によりアセスメントをした事項は、高齢者向け賃貸住宅入居審査基準表（様式第３号）（以下「基

準表」という。）の第１次評価欄へ反映させ、申込書及びアセスメント表とともに、次条に定めるところ

により設置される、入居審査委員会へ遅滞なく提出しなければならない。ただし、本住宅が満室の場合

もしくは入居できる居室がない場合については、空室が発生した段階で当該書類を入居審査委員会へ提

出するものとする。 

  ３  入居希望者が第１項に規定するアセスメントに応じない場合には、本会は入居申込を拒否することが

できる。 

 

 



（入居審査委員会） 

第７条  入居申込者の入居の可否を判定するため、入居審査委員会を設置する。 

  ２  入居審査委員会は、次の各号に定める者を委員（以下「委員」という。）として構成する。 

   （１）本別町社会福祉協議会会長（１名） 

   （２）本別町社会福祉協議会副会長（２名） 

   （３）本別町総合ケアセンター所長（１名） 

   （４）本別町地域包括支援センター所長補佐（１名） 

  ３  委員は本会会長が委嘱する。 

  ４  入居審査委員会には、委員長１名及び副委員長１名を置く。 

  ５  前項による委員長及び副委員長は委員の互選により決定する。 

  ６  委員長は入居審査委員会を総理し、会議の議長となる。 

  ７  副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

  ８  入居審査委員会に、事務局を置く。 

  ９  前項の事務局は、本別町社会福祉協議会事務局が担う。 

 １０  委員の任期は２年間とする。ただし、再任は妨げない。 

 １１  委員に欠員が生じた場合は、速やかにその後任を選任しなければならない。ただし、任期は前任者の

残任期間とする。 

 １２  前条第２項により入居審査基準表等の提出があったときは、本会会長が遅滞なく入居審査委員会を召

集するものとする。 

 １３  入居審査委員会では、申込書、アセスメント表及び基準表の提出があった入居申込者について、各委

員の意見を総合的に判断し、基準表の第２次評価を行った上で、入居の可否を決定する。 

 １４  前項により決定した入居の可否については、速やかに、文書により入居申込者に通知しなければなら

ない。 

 １５  第１３項において決定した事項については、原則的に、入居申込者は異議を申し立てることはできな

い。ただし、入居審査委員会に提出された書類に入居の可否を左右する重大な誤り等が認められた場合

には、入居審査委員会の決定があった日を起算日とし１０日以内に本会へ異議申立をすることができる。 

 １６  前項により、異議申立を受けたときは、本会会長は速やかに入居審査委員会を招集する。 

 １７  入居審査委員会は、入居者の選考にあたり、あらかじめ入居順位を定めて、入居決定者のほかに、必

要と認める数の入居補欠者を定めることができる。 

 １８  入居決定者が入居をとりやめ、もしくは次条第８項に定める日までに入居しないときは、前項で定め

た入居補欠者のうちから入居順位に従い入居者を決定する。 

 

（入居手続き・契約） 

第８条  入居決定者は、入居の決定のあった日から１０日以内に入居に関する契約（以下「契約」という。）手

続きをしなければならない。 

  ２  前項による契約手続きは、本別町社会福祉協議会高齢者向け賃貸住宅賃貸借契約書（様式第４号）（以

下「契約書」という。）により行うものとする。 

  ３  契約にあたっては、入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、本会会長が適当と認める者を連帯

保証人とし、１名以上を定めなければならない。ただし、本会会長が特に認める場合はこの限りでない。 

  ４  前項に定める連帯保証人は、契約者と連帯して、契約から生じる契約者の債務を負担するものとする。 



５  契約にあたっては、入居者が死亡、入院、もしくは判断能力の低下などにより、意思決定が不能とな

った場合に対応するため、身元引受人を１名以上定めなければならない。ただし、本会会長が特に認め

る場合はこの限りでない。 

  ６  契約にあたっては、次の各号に掲げる書類を本会へ提出しなければならない。ただし、第３項ただし

書きもしくは第５項ただし書きに基づき、連帯保証人もしくは身元引受人を要しない場合は、それぞれ

第１号及び第２号の書類もしくは第３号の書類についてはこの限りでない。 

   （１）連帯保証人の印鑑登録証明書 

   （２）連帯保証人確約書（様式第５号） 

   （３）身元引受人承諾書（様式第６号） 

  ７  入居手続き完了者については、本会は速やかに入居可能日を通知するものとする。 

  ８  入居手続き完了者は、前項により通知された入居可能日を起算日として３０日以内に入居しなければ

ならない。ただし、本会会長が特に認めた者についてはこの限りでない。 

  ９  入居手続き完了者もしくは入居者は、第３項により定められた連帯保証人、もしくは第５項により定

められた身元引受人に変更があった場合は、速やかに本会へ届け出るとともに、再度契約手続きを行わ

なければならない。この場合、第６項の規定を準用する。 

 

（賃貸住宅入居者用総合保険の加入） 

第９条  入居決定者は、その責による火災、その他賠償責任を負う事故等に備え、本会の指定する賃貸住宅入

居者用総合保険に加入しなければならない。 

  ２  入居者は前項の規定により加入した保険期間が満了した場合は、引き続き同保険に継続して加入しな

ければならない。 

  ３  前２項による加入料は入居者の負担とする。 

 

（家賃の額及び共益費の決定） 

第１０条 本住宅の家賃月額及び共益費（以下「家賃等」という。）は、第４条第１項により提出された書類に基

づき、高齢者向け賃貸住宅月額賃料表（別表１）により、同表に定める区分毎に決定する。ただし、令

和３年４月１日以降の入居者については、高齢者向け賃貸住宅月額賃料表（令和３年４月１日以降の入

居者）（別表２）により、同表に定める区分毎に決定する。 

   ２ 前項による家賃等は、公租公課あるいは経済情勢の著しい変動、前年度に要した電気料、水道料及び

維持管理費等を勘案し、もしくはその他やむを得ない事情が発生した場合には、本会及び入居者双方協

議の上、改定することができる。 

   ３ 本会会長は、第１項に基づき定められた家賃等について、本人の収入等の状況を勘案し、軽減するこ

とができる。 

 

（家賃低廉化補助金の活用） 

第１０条の２ 入居手続き完了者（令和３年４月１日以降の者に限る。）が、次の各号の全ての要件を満たす時は、

住宅セーフティネット制度に基づく家賃低廉化補助金を本会から本別町へ申請するものとする。 

   （１）６５歳以上の者 

   （２）公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３号に定める収入が１５万８千円以下で

ある者 



   （３）生活保護制度による住宅扶助費を受給していない者 

   （４）生活困窮者自立支援制度による住居確保給付金を受給していない者 

   ２ 前項の申請の結果、決定を受けた補助金については本会で受給の上、入居者は次条に定める家賃の支

払いにあたっては、当該補助金額を差し引いた上で支払うものとする。 

 

（家賃、共益費の納入及び敷金の預託） 

第１１条 入居者は、第１０条で決定した家賃等（前条による補助金を受給した場合は、当該補助金額を差し引

いた額。以下、本条において同じ。）については、毎月当月分を当月末日までに、本会へ支払うものとす

る。ただし、入居初月分の家賃等については、その入居日が月の初日以外の場合は、その月の暦日によ

り日割り計算した額を、当月末日までに、本会へ支払うものとする。 

  ２  前項ただし書きによる日割り計算をする場合において、家賃等を暦日で除した額に１円未満の端数が

生じた場合は、１円未満の端数を切り上げるものとする。 

  ３  入居者は、入居した初月分の家賃等を支払うべき日までに、次条に定める敷金を本会へ預託しなけれ

ばならない。 

  ４  家賃等及び敷金は、原則として預金口座振替（自動引落）にて支払いもしくは預託するものとする。 

  ５  前項により預金口座振替を利用する場合は、毎月当月分を当月２７日（その日が金融機関休業日の場

合は、翌金融機関営業日）に口座振替するものとする。 

 

（敷金） 

第１２条 本住宅の敷金は、家賃の１か月分とする。 

   ２ 入居者は、契約が終了し、本住宅を退去するまでの間、敷金をもって家賃等、その他の債務と相殺を

することができない。 

   ３ 本会は、契約が終了し、入居者が本住宅を退去したときは、遅滞なく、敷金の全額を無利息で入居者 

へ返還しなければならない。ただし、本会は、入居者の退去時に、家賃等の滞納、原状回復に要する費

用、その他の入居者の債務の不履行が存在する場合には、当該債務の額を敷金から差引くことができる。 

   ４ 前項ただし書きの場合は、本会は、敷金から差引く債務の額の内訳を入居者に明示しなければならな

い。 

   ５ 本会は、敷金を預金等安全確実な方法で運用するものとする。 

   ６ 前項により運用して得た利益金は、共同施設の整備等に要する費用に充てる等、入居者の共同の利便

のために使用するものとする。 

 

（契約の更新） 

第１３条 第８条による契約の期間は、原則２年間とし個々の契約書により定める。ただし、契約満了の日以前

に契約者双方から申出がない場合は、さらに原則２年間契約期間を延長するものとし、以後も同様とす

る。 

   ２ 入居者は毎年６月に第４条第１項に定める書類（第４条第１項第１号及び第４条第１項第５号の書類

を除く。）及び収入申告書（様式第８号）並びに申告の内容が確認できる書類の写し（令和３年４月１日

以降に入居する者を除く。）を本会へ提出しなければならない。ただし、当該年の１月から６月の間に新

たに契約をした入居者についてはこの限りでない。 

   ３ 第１０条第２項により、もしくは前項による書類を勘案し、第１０条第１項に定める別表を適用した



結果、家賃等を変更すべきこととなったときは、毎年７月分より家賃等を改定するものとする。 

   ４ 前項により家賃等を改定することとなったときは、第１項ただし書きの規定にかかわらず、再度契約

手続きをするものとする。 

   ５ 前項により再度契約をするときは、原則的に、その契約の日を７月１日とし、翌々年６月３０日まで

の２年間を契約期間とする。ただし、契約期間の途中で家賃等を改定することとなったときは、再度契

約手続きをするものとし、以後も同様とする。 

  ６ 入居者が、新たに生活保護費を受給するに至った場合は、その受給するに至った月に第２項に準ずる

書類を本会へ提出しなければならない。 

  ７ 前項による書類を勘案し、第１０条第１項に定める別表を適用した結果、家賃を変更すべきこととな

ったときは、新たに生活保護費を受給するに至った月の翌月分より家賃を改定するものとする。 

  ８ 前項により家賃を改定することとなったときは、第４項の規定を準用する。 

 ９ 前項により再度契約をするときは、原則的に、その契約の日を第７項に基づき家賃の改定があった月

の初日とし、その日から２年間を契約期間とする。ただし、契約期間の途中で家賃等を改定することと

なったときは、再度契約手続きをするものとし、以後も同様とする。 

 １０ 第６項から前項の規定は、別表１により区分Ａと定められた者が、生活保護費を受給しないこととな

った場合について準用する。この場合、第６項及び第７項中の「受給するに至った」を「受給しないこ

ととなった」に読み替えるものとする。 

 

（入居者からの契約の解除） 

第１４条 入居者は、本会に対して契約解除を希望する日（以下「契約解除日」という。）の少なくとも３０日前

に契約解除の申し入れを行うことにより、契約を解除することができる。 

   ２ 前項による契約解除日が月の途中である場合、当該月の家賃等は、第１１条第１項および第１１条第

２項に準じ、日割り計算するものとする。 

   ３ 契約解除日が、契約解除申し入れ日から３０日に満たない場合は、３０日から当該日数を差し引いた

日数分の家賃等を、第２項に準じ、日割り計算により徴収するものとする。 

   ４ 本住宅の明渡し日が、契約解除日を過ぎた場合は、明渡し日を契約解除日とする。 

   ５ 入居者が、本条に定める手続きを経ないまま、本住宅を立ち退いたときは、本会会長が契約解除日を

認定する。 

   ６ 入居者が死亡した場合は、身元引受人に連絡するとともに、明渡し日については協議の上決定するも

のとする。その場合、明渡し日を契約解除日とし、第１項による３０日前の契約解除の申し入れがあっ

たものとみなす。 

 

（入居条件・遵守事項） 

第１５条 入居者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）居住のみを目的として本住宅を使用すること。 

（２）他人に危害を及ぼす行為もしくは迷惑となる行為はしないこと。 

（３）鉄砲、刀剣類又は爆発性、発火性を有する危険物及び危険の恐れのあるものを製造、保管又は持ち 

込まないこと。 

   （４）所定の場所以外で喫煙又は火気を使用しないこと。 

   （５）大音量でテレビ、ステレオ等の視聴、又は楽器等の演奏を行わないこと。 



   （６）排水管を腐食させる恐れのある液体等を流さないこと。 

   （７）施設等を破損又は汚損しないこと。 

   （８）前各号のほか、公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害する行動をしないこと。 

   （９）本会の許可なく、大型の金庫その他の重量の大きな物品等を搬入し、又は備え付けないこと。 

   （１０）本会の許可なく、動物を飼育しないこと。 

（１１）本会の許可なく、施設の共用部分に物品等を置かないこと。 

（１２）本会の許可なく、施設の共用部分に看板、ポスター等の掲示物を掲示しないこと。 

（１３）本会の許可なく、本住宅の増築、改築、移転、改造もしくは模様替え又は敷地内における工作物 

の設置をしないこと。 

（１４）本会の許可なく、本住宅の全部又は一部につき、賃借権を他に譲渡し、又は転貸しないこと。 

（１５）本会の許可なく、１ヶ月以上継続して本住宅を留守にしないこと。 

   ２ 入居にあたっては、転居届（他市町村からの転入の場合は、転出届及び転入届）を当該市町村へ提出

し、住所を変更しなければならない。 

   ３ 入居にあたっては、原則として入居者１名のみとし、同居人を入居させることはできない。 

 

（本会からの契約の解除） 

第１６条 次の各号の一に該当する場合は、本会はただちに契約を解除し、本住宅を退去するよう入居者に命ず

ることができる。 

   （１）第１１条第１項に規定する家賃等が３ヶ月分以上滞納されたとき 

   （２）第１１条第３項に規定する敷金の預託が履行されないとき 

   （３）前条第１項各号及び前条第３項の規定に違反したとき 

   （４）第４条による入居申込及び第６条によるアセスメントにおいて、虚偽の申告があったと判明したと 

     き 

   （５）違法行為を行っていることが発覚したとき 

   （６）暴力団構成員、同準構成員であることが判明したとき 

   （７）本住宅内、共用部分、付属設備等に暴力団の組織、名称、活動等に関する看板、名札、写真、絵画、

ちょうちん、代紋その他これに類する物件を掲示もしくは搬入したとき 

   （８）本住宅内に暴力団構成員、同準構成員等を居住させ、又はこれらの者を反復出入りさせたとき。ま

た暴走族及び不法改造車の乗り入れ等があったとき 

   （９）本住宅内、共用部分その他本住宅に接近する場所において暴行、傷害、恐喝、器物破損、逮捕監禁、

凶器準備集合、賭博、売春、ノミ行為、覚せい剤、麻薬、シンナー等の薬物、拳銃、火薬類等に関す

る犯罪を敢行し、又は乙と関係ある者がこれらの犯罪を敢行したとき 

   （１０）本住宅内、共用部分その他本住宅に接近する場所において、暴力団の威力を背景に、粗野又は乱暴

な言動をして他の入居者、管理者、出入者等に迷惑、不安感、不快感を与えたとき 

   （１１）火災、地震、洪水、その他の災害等、本会の責めに帰することのできない事由により、住宅の使用

が不可能となったとき 

   （１２）前各号の他、本規程及び契約書に定める入居者の義務に違反したとき 

   ２ 次の各号の一に該当する場合は、本会は少なくとも契約解除日の６ヶ月前までに入居者に通知するこ

とにより、本契約を解除し、本住宅を退去するよう入居者に命ずることができる。 

   （１）住宅の取壊し、建替又は改築、増築等に伴い、入居者が本住宅を使用できなくなるとき 



   （２）前号の他、本会の責めに帰すべき事由により、入居者が本住宅を使用できなくなるとき 

 

（退去時の義務） 

第１７条 入居者は、第１４条及び前条第２項に基づき契約が解除される場合は契約解除日までに、前条第１項

に基づき、契約が解除される場合はただちに本住宅を明け渡さなければならない。この場合において、

入居者は通常の使用に伴い生じた本住宅の損耗を除き、本住宅を原状回復しなければならない。 

   ２ 入居者は、前項前段の明渡しをするときには、明渡し日を事前に本会へ通知しなければならない。 

   ３ 第１項後段の規定に基づく原状回復は、入居者の義務において行わなければならないが、その義務が

履行されない場合は、第１２条第３項に基づき、本会がその費用を敷金から差引いて行うことができる。 

   ４ 前項の規定により本会において原状回復を行う場合、敷金からその費用を差引いても、なおその費用

に係る債務が発生する場合は、本会はその額を入居者に請求することができる。 

   ５ 入居者は明渡しに際して、本会に対し立退料、補償料その他名目の如何を問わず、一切の請求はでき

ないものとする。 

 

（修繕） 

第１８条 本会は、次の各号に掲げる修繕を除き、入居者が本住宅を使用するために必要な修繕を行わなければ

ならない。ただし、入居者の故意又は過失により必要となった修繕に要する費用は、入居者の負担とす

る。 

   （１）畳表の取替え、裏返し 

   （２）障子紙の張替え 

   （３）ふすま紙の張替え 

   （４）電球、蛍光灯の取替え 

   （５）ヒューズの取替え 

   （６）給水栓の取替え 

   （７）排水栓の取替え 

   （８）前各号のほか、費用が軽微な修繕 

   ２ 前項の規定に基づき、本会が修繕を行う場合は、本会は、あらかじめその旨を入居者に通知するもの

とする。この場合、入居者は正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否することができない。 

   ３ 入居者は、本会の許可を得ることなく、第１項各号に掲げる修繕を、自らの負担において行うことが

できる。 

 

（損害賠償） 

第１９条 入居者は、施設、設備及び備品等をき損し、又は滅失したときは、本会が指示するところにより原状

に回復し、又はその損害相当額を賠償しなければならない。ただし、やむを得ない事由によるものと本 

会会長が認めたときは賠償の義務を免除し、又は賠償の額を減額することができる。 

 

（立入り） 

第２０条 本会は、本住宅の防火、本住宅の構造の保全、その他の本住宅の管理上特に必要があるときは、あら

かじめ入居者の承諾を得て、本住宅内に立ち入ることができる。 

   ２ 入居者は、正当な理由がある場合を除き、前項の規定に基づく、本会の立入りを拒否することは出来



ない。 

   ３ 契約終了後において、本住宅を賃借しようとする者が下見をするときは、本会及び下見をする者は、

あらかじめ入居者の承諾を得て、本住宅内に立ち入ることができる。 

   ４ 本会は、火災による延焼を防止する必要がある場合、その他の緊急の必要がある場合においては、あ

らかじめ入居者の承諾を得ることなく、本住宅に立ち入ることができる。この場合において、本会は、

入居者の不在時に立ち入ったときは、立入り後その旨を入居者に通知しなければならない。 

 

（鍵の受け渡し） 

第２１条 本会は、第８条第１項の契約手続きを行う際に、当該住宅に係る鍵を入居者に受け渡すものとする。 

   ２ 前項により、当該住宅に係る鍵を受け渡す際には、鍵受領書（様式第７号）に当該住宅に係る鍵を受

け渡した事実を記載の上、本会にて保管するものとする。 

   ３ 入居者は退去時において、本会へ当該住宅に係る鍵を返却するものとする。 

   ４ 入居者は本会の許可なく、当該住宅に係る鍵を複製することはできない。 

   ５ 入居者が前項の規定に違反し、本会の許可なく当該住宅に係る鍵を複製した場合は、当該鍵を付け替

えるものとし、その費用については入居者が負担するものとする。 

   ６ 入居者が当該住宅に係る鍵を紛失した場合には、当該鍵の付け替え費用については、入居者が負担す

るものとする。 

 

第２２条 削除 

    

（管轄裁判所） 

第２３条 本規程に定める債務の不履行もしくは契約上の違反等について、本会と入居者又は連帯保証人もしく

は身元引受人との間に紛争が生じたときは、入居者、連帯保証人もしくは身元引受人の住所地の如何に

かかわらず、本住宅の所在地を管轄する管轄裁判所及び地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（契約に関する事項） 

第２４条 本規程に定めるもののほか、契約に関し必要な事項は契約書に定める。 

 

（委任） 

第２５条 本規程に定めるもののほか、必要な事項は本会会長が別に定める。 

 

 

附  則 

 

１．本規程は、平成２３年９月２９日に制定し、平成２３年１０月１日から施行する。 

２．この改正規程は、平成２６年２月２７日に制定し、平成２６年４月１日から施行する。（第２２条第１項） 

３．この改正規程は、平成２７年１０月２２日に制定し、平成２８年４月１日より施行する。（第２２条第１項 

第２号） 

４．この改正規程は、平成２８年３月２３日に制定し、平成２８年４月１日より施行する。（第２２条、様式第１ 

号、様式第４号中第３条、様式第４号中第１６条） 



５．この改正規程は、平成３０年６月１４日に制定し、平成３０年６月１４日より施行する。（第３条・第７条第 

２項） 

６．この改正規程は、平成３０年８月６日に制定し、平成３０年８月６日より施行する。（第１３条・様式第４号 

中第２条） 

７．この規程は、令和元年６月１１日に一部改正し、令和元年６月１１日より施行する。（第１０条第４項） 

８．この規程は、令和元年１１月１日に一部改正し、令和元年１１月１日より施行する。（第３条） 

９．この規定は、令和３年３月２３日に一部改正し、令和３年４月１日より施行する。（第３条第４号・第４条・

第５条第１号・第１０条・第１０条の２・第１１条第１項・第１２条第１項・第１３条・別表２） 



別表１（高齢者向け賃貸住宅月額賃料表） 

 

区分 
本人の町・道民税 

課税区分 
本人の収入（所得）等条件 月額家賃 月額共益費 

Ａ 非課税 生活保護受給者 ２４，０００ 円 ２０，０００ 円 

Ｂ 非課税 
前年の年間収入が 

４，０００ 円 ２０，０００ 円 
４００，０００円未満 

Ｃ 非課税 
前年の年間収入が 

８，０００ 円 ２０，０００ 円 
４００，０００円以上 ８００，０００円未満 

Ｄ 非課税 
前年の年間収入が 

１５，０００ 円 ２０，０００ 円 
８００，０００円以上 １，２００，０００円未満 

Ｅ 非課税 
前年の年間収入が 

３０，０００ 円 ２０，０００ 円 
１，２００，０００円以上 

Ｆ 課税 
前年の合計所得金額が 

４０，０００ 円 ２０，０００ 円 
１，２５０，０００円未満 

Ｇ 課税 
前年の合計所得金額が 

５０，０００ 円 ２０，０００ 円 
１，２５０，０００円以上 

 

※上表の条件に関わらず、入居者が所得税法上の控除対象配偶者若しくは控除対象扶養親族の場合は、その扶養 

者の合計所得金額により、区分Ｆ又は区分Ｇとする。 

 

 

別表２（高齢者向け賃貸住宅月額賃料表）（令和３年４月１日以降の入居者） 

 

区分 本人の収入（所得）等条件 月額家賃 月額共益費 

Ａ 生活保護受給者 ２４，０００ 円 ２０，０００ 円 

Ｂ 区分Ａ以外の者 ４８，０００ 円 ２０，０００ 円 

 

 


